
 

平成 28年２月 24日 

各 位 

会 社 名    株 式 会 社 ブ イ キ ュ ー ブ 

代 表 者 名  代表取締役社長 間 下  直 晃  

（コード番号：3681 東証第一部） 

問 合 せ 先  取 締 役 Ｃ Ｆ Ｏ 大 川  成 儀  

（TEL. 03-5768-3111） 

 

（訂正・数値データ訂正 )「平成 27 年 12 月期  決算短信〔日本基準〕（連結）」の  

一部訂正について  

 

平成 28年２月 12日に公表いたしました「平成 27年 12月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」について一部訂正すべき

事項がありましたので、下記のとおり訂正いたします。また、数値データにも訂正がありましたので、訂正いたします。 

なお、訂正箇所には下線を付して表示しております。 

 

記 

１．訂正の内容 

 

＜サマリー情報＞ 

 

１．平成27年12月期の連結業績（平成27年１月１日～平成27年12月31日） 

（２）連結財政状態 

 

（訂正前） 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

27年 12月期 10,292 4,601 41.6 227.72 

26年 12月期 6,257 4,400 65.5 223.78 

 

（訂正後） 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

27年 12月期 10,156 4,601 42.2 227.72 

26年 12月期 6,257 4,400 65.5 223.78 

 

  



 

 

＜添付資料＞ 

 

１．経営成績・財政状態に関する分析 

（２）財政状態に関する分析 

 

（訂正前） 

当連結会計年度末における財政状態は、総資産10,292,430千円、純資産4,601,943千円、現金及び現金同等物期末残高1,992,429

千円となりました。 

（資産） 

当連結会計年度末における流動資産合計は4,590,148千円となり、前連結会計年度末と比べて1,602,958千円の増加となりました。

これは主に、現金及び預金が962,696千円増加したことのほか、受取手形及び売掛金が371,415千円、前渡金が166,769千円増加し

たことによるものであります。 

＜中略＞ 

（負債） 

当連結会計年度末における流動負債合計は4,481,187千円となり、前連結会計年度末と比べて3,130,712千円の増加となりました。 

＜中略＞ 

（キャッシュ・フロー） 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  平成 25年 12月期 平成 26年 12月期 平成 27年 12月期 

自己資本比率（％） 74.7 65.5 41.6 

時価ベースの 

自己資本比率（％） 
669.6 229.4 185.4 

キャッシュ・フロー対 

有利子負債比率（年） 
1.5 － 7.2 

インタレスト・ 

カバレッジ・レシオ（倍） 
21.5 － 23.4 

 

 

（訂正後） 

当連結会計年度末における財政状態は、総資産10,156,278千円、純資産4,601,943千円、現金及び現金同等物期末残高1,992,429

千円となりました。 

（資産） 

当連結会計年度末における流動資産合計は4,453,997千円となり、前連結会計年度末と比べて1,466,807千円の増加となりました。

これは主に、現金及び預金が962,696千円増加したことのほか、受取手形及び売掛金が235,263千円、前渡金が166,769千円増加し

たことによるものであります。 

＜中略＞ 

（負債） 

当連結会計年度末における流動負債合計は4,345,036千円となり、前連結会計年度末と比べて2,994,560千円の増加となりました。 

＜中略＞ 

（キャッシュ・フロー） 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  平成 25年 12月期 平成 26年 12月期 平成 27年 12月期 

自己資本比率（％） 74.7 65.5 42.2 

時価ベースの 

自己資本比率（％） 
669.6 229.4 187.9 

キャッシュ・フロー対 

有利子負債比率（年） 
1.5 － 7.2 

インタレスト・ 

カバレッジ・レシオ（倍） 
21.5 － 23.4 

 

  



 

 

４．連結財務諸表 

（１）連結貸借対照表 

（訂正前） 

  （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年12月31日) 

当連結会計年度 

(平成27年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 835,870 1,798,566 

受取手形及び売掛金 1,109,183 1,480,599 

＜中略＞   

流動資産合計 2,987,190 4,590,148 

＜中略＞   

資産合計 6,257,517 10,292,430 

 

  （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年12月31日) 

当連結会計年度 

(平成27年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 224,645 422,689 

＜中略＞   

未払法人税等 154,706 63,526 

その他 431,501 528,707 

流動負債合計 1,350,475 4,481,187 

＜中略＞   

負債合計 1,857,404 5,690,487 

＜中略＞   

負債純資産合計 6,257,517 10,292,430 

 

（訂正後） 

  （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年12月31日) 

当連結会計年度 

(平成27年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 835,870 1,798,566 

受取手形及び売掛金 1,109,183 1,344,447 

＜中略＞   

流動資産合計 2,987,190 4,453,997 

＜中略＞   

資産合計 6,257,517 10,156,278 

 

  （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年12月31日) 

当連結会計年度 

(平成27年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 224,645 286,537 

＜中略＞   

未払法人税等 154,706 65,050 

その他 431,501 527,183 

流動負債合計 1,350,475 4,345,036 

＜中略＞   

負債合計 1,857,404 5,554,335 

＜中略＞   

負債純資産合計 6,257,517 10,156,278 



 

 

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 

 （連結損益計算書） 

（訂正前） 

  （単位：千円） 

 

前連結会計年度 

(自 平成26年１月１日 

 至 平成26年12月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成27年１月１日 

 至 平成27年12月31日) 

売上高 4,681,406 6,083,621 

売上原価 1,980,154 2,722,423 

売上総利益 2,701,251 3,361,198 

販売費及び一般管理費 2,297,890 3,013,197 

営業利益 403,361 348,001 

 

（訂正後） 

  （単位：千円） 

 

前連結会計年度 

(自 平成26年１月１日 

 至 平成26年12月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成27年１月１日 

 至 平成27年12月31日) 

売上高 4,681,406 6,083,621 

売上原価 1,980,154 2,729,121 

売上総利益 2,701,251 3,354,500 

販売費及び一般管理費 2,297,890 3,006,498 

営業利益 403,361 348,001 

 

 

（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（訂正前） 

  （単位：千円） 

 

前連結会計年度 

(自 平成26年１月１日 

 至 平成26年12月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成27年１月１日 

 至 平成27年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 575,375 178,521 

＜中略＞   

売上債権の増減額（△は増加） △365,249 △31,777 

前渡金の増減額（△は増加） △405,301 △178,165 

仕入債務の増減額（△は減少） 34,693 △66,778 

前受金の増減額（△は減少） 48,184 92,746 

その他 26,116 △171,858 

小計 372,132 854,431 

 

（訂正後） 

  （単位：千円） 

 

前連結会計年度 

(自 平成26年１月１日 

 至 平成26年12月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成27年１月１日 

 至 平成27年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 575,375 178,521 

＜中略＞   

売上債権の増減額（△は増加） △365,249 △33,851 

前渡金の増減額（△は増加） △405,301 △178,165 

仕入債務の増減額（△は減少） 34,693 76,448 

前受金の増減額（△は減少） 48,184 92,746 

その他 26,116 △313,010 

小計 372,132 854,431 

 

  



 

 

（５）連結財務諸表に関する注記事項 

（企業結合等関係） 

取得による企業結合 

 

（Wizlearn Technologies Pte. Ltd.の株式取得） 

 

（訂正前） 

＜前略＞ 

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

流動資産 1,438,683千円 

固定資産 475,058千円 

資産合計 1,913,741千円 

流動負債 387,193千円 

負債合計 387,193千円 

６．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響の概算額

及びその算定方法 

売上高 722,688千円 

営業利益 126,553千円 

経常利益 146,176千円 

税金等調整前当期純利益 △26,118千円 

当期純利益 △26,118千円 

１株当たり当期純利益 △1.40 円 

(概算額の算定方法） 

企業結合が当連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報と、当社の連結損益計算書にお

ける売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としており、のれんの償却費を考慮しております。 

なお、当該注記は監査証明を受けておりません。 

 

（訂正後） 

＜前略＞ 

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

流動資産 1,300,457千円 

固定資産 130,716千円 

資産合計 1,431,174千円 

流動負債 248,967千円 

負債合計 248,967千円 

６．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響の概算額

及びその算定方法 

売上高 722,688千円 

営業利益 208,502千円 

経常利益 228,124千円 

税金等調整前当期純利益 228,124千円 

当期純利益 228,124千円 

１株当たり当期純利益 12.19 円 

(概算額の算定方法） 

 企業結合が当連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報と、当社の連結損益計算書にお

ける売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としており、のれんの償却費を考慮しております。また、当該企業結合

により発生した一時的な損益は除いております。 

なお、当該注記は監査証明を受けておりません。 

 

  



 

 

（株式会社システム・テクノロジー・アイの株式取得） 

 

（訂正前） 

１．企業結合の概要 

＜中略＞ 

(3) 企業結合日 

平成27年12月31日 

＜中略＞ 

(6) 取得した議決権比率 

67.53% 

＜中略＞ 

６．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響の概算額

及びその算定方法 

売上高 512,109千円 

営業利益 △12,856千円 

経常利益 △17,973千円 

税金等調整前当期純利益 115,685千円 

当期純利益 99,847千円 

１株当たり当期純利益 5.34  円 

 (概算額の算定方法） 

      企業結合が当連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報と、当社の連結損益計算書にお

ける売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としており、のれんの償却費は考慮されておりません。 

      なお、当該注記は監査証明を受けておりません。 

 

（訂正後） 

１．企業結合の概要 

＜中略＞ 

(3) 企業結合日 

平成27年12月15日 

＜中略＞ 

(6) 取得した議決権比率 

67.51% 

＜中略＞ 

６．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響の概算額

及びその算定方法 

売上高 512,109千円 

営業利益 △12,856千円 

経常利益 △11,882千円 

税金等調整前当期純利益 △11,276千円 

当期純利益 △11,276千円 

１株当たり当期純利益 △0.60 円 

(概算額の算定方法） 

企業結合が当連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報と、当社の連結損益計算書にお

ける売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としており、のれんの償却費は考慮されておりません。また、当該企業

結合により発生した一時的な損益は除いております。 

なお、当該注記は監査証明を受けておりません。 

 

２．訂正の理由 

 「平成 27年 12月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」の公表後に、記載の誤りがあることが判明したため訂正するもの

であります。 

以 上 


